
１ 

 

 

 

 

 

１ 制度概要 

 事業を行う目的で、市外から相模原市に事業所を新たに設置するベンチャー・スタートアップ企

業に対し、事業所の設置に係る賃料や事業の実施に係る外注加工費等の補助を行います。 

 

２ 補助制度の対象・対象経費・補助上限額 

 これまで相模原市内に事業所を持たず、相模原市外の日本国内で開業・法人登記をしており、新た

に、相模原市内に事業所を設置した中小企業等（中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２

条第１項各号に掲げる会社及び個人）で、以下の要件を満たす場合に対象となります。 

令和 5年 9月 12日より受付を開始します。先着順で随時受付を行い、申請は令和 6年 2月末が締

め切りとなります。また、申請期限以前に予算上限額に到達した場合、受付を締め切ります。 

対象枠 

（１、２いずれ

か） 

共通要件 
対象枠別 

要件 
進出機能 

補助対象経費※2 

（消費税額及び地方

消費税額を除く） 

補助 

上限額 

１ 一般枠 

・相模原市外

の日本国内で

法人登記、も

しくは開業の

届出を行って

１５年以内の

企業等 

対象産業※1に

該当する企業

等 

・営業拠点機能 

・本社機能 

・研究開発拠点 

機能 

・生産拠点機能 

① 賃料 

事業所の賃貸借契約

に基づく賃料 

② 事業所整備費 

賃借する事業所の整

備（改修等）に係る

費用 

③ 外注加工費 

補助金交付対象とな

る事業に係る外注加

工費 

④ 材料費 

補助金交付対象とな

る事業に係る材料費 

⑤ 販売促進費・広告宣

伝費 

補助金交付対象とな

る事業に関する販売

促進費・広告宣伝費 

120万円 

（①補助率

最大 10/10

②～⑤ 

補助率最大

1/2） 

 

２ 市アクセラ 

レーション

プログラム

採択者枠 

申請当該年度

に新たに市ア

クセラレーシ

ョンプログラ

ムの採択を受

けた企業等 

※1 以下の表に定める産業が対象となります。 

※2 ①～⑤は併用可能です。①の補助率は最大 10/10、②～⑤の補助率は最大 1/2までとなります。 
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分野 対象産業の例 

情報通信分野 

AI、IoT、DX（自動化、RPA、情報収集・共有プラットフォームサービス

等）、デジタルツイン、量子技術、データ解析、ビッグデータ利活用、仮

想・拡張現実（VR・AR）、Web3、通信、スマートシティ、ロボティクス、

フィンテック、ヘルステック等 

製造関連分野 

ロボット製造（サービスロボット、産業用ロボット）、先端素材、ナノテ

クノロジー、ヘルステック（デバイス製造等）、次世代モビリティ製造

（パーソナルモビリティ、自動走行車、コネクテッドカー等）、ドロー

ン・空飛ぶクルマ等製造、エネルギー・GX関連分野製造、航空宇宙関連

製造、半導体関連等 

環境・エネルギー分野 

省エネルギー関連サービス、再生可能エネルギー・その他次世代エネル

ギー関連サービス、GX関連サービス、カーボンニュートラル関連サービ

ス等 

その他 先進的、先端的な分野と見做せるもの 

 

３ 申請スケジュール・手続きの流れ 

 補助金交付までのスケジュール目安は概ね以下の通りです。提出書類については、次頁「４必要書

類」も併せてご確認下さい。 

・事業計画書・交付申請書等の提出 ：募集開始～2024年 2月末まで 

・事業着手の報告・事業着手届の提出 ：随時～2月末まで 

・交付決定    ：提出後随時～3月上旬 

・事業完了・実績報告書作成・提出 ：随時～3月中旬まで 

・補助金の額確定通知   ：3月中旬まで  

・補助金交付請求   ：3月中旬～末頃まで 

・補助金交付    ：4月末頃まで 

＜手続きの流れ＞ 
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４ 必要書類 

（１）事業計画書・申請書の提出までに必要な提出書類 

※必要に応じて下記以外の書類の提出を求める場合があります 

⒜ ベンチャー・スタートアップ企業進出補助金交付申請書 

⒝ 補助事業等計画書（任意様式） 

※実施主体、事業名称・目的・内容、期待される効果等を記載してください 

⒞ 収支予算書 

⒟ 補助金等概要調書 

⒠ 履歴事項全部証明書 ※発行後 3 ヶ月以内のもの、写し可 

⒡ 納税証明書(国税、都道府県税、及び市町村税について未納の税額がない証明)  

※発行後 3ヶ月以内のもの、写し可 

※国税、都道府県税は直近 3年分、市町村税は 5年分の納税が完納していることを確認します 

⒢ 会社案内等の企業概要資料（任意様式） 

⒣ 暴力団員、暴力団員等に該当しないことの誓約書及び同意書 

⒤ 役員等氏名一覧表 

⒥ 補助金等交付決定前事業着手届 

⒦ 申請者の決算資料（直近 2 期分の貸借対照表と損益計算書）（任意様式） 

⒧ 賃貸借契約書案※対象経費が賃料補助の場合 

⒨ 賃料支払計画書※対象経費が賃料補助の場合 

⒩ 賃貸借契約予定物件の賃借料を証する書類※対象経費が賃料補助の場合 

⒪ 整備着手前の平面図（縮尺・寸法等を明示した平面図）、写真※対象経費が事業所整備費の場合 

⒫ 見積書または補助対象経費の積算の内訳が分かる書類（任意様式） 

※対象経費が事業所の整備・外注加工費・材料費・販売促進費・広告宣伝費の場合 

 

（２）事業着手時に必要な書類 

⒜ 事業着手届 

 

（３）事業完了・実績報告書作成・提出時に必要な書類 

⒜ 事業完成届 

⒝ 収支決算書 

⒞ 補助事業等実績報告書 

⒟ 補助事業等実績調書 

⒠ 補助対象経費の明細書（任意様式） 

⒡ 賃料支払報告書※対象経費が賃料補助の場合 

⒢ 補助対象経費を証する書類（見積書・契約書・領収書） 

※対象経費が事業所整備費・外注加工費・材料費・販売促進費・広告宣伝費の場合 

⒣ 実施した販売促進・広告の内容がわかる資料（チラシ、画面ハードコピー等） 

  ※対象経費が販売促進費・広告宣伝費の場合 
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（４）補助金交付請求時に必要な書類 

⒜ 補助金交付請求書 

⒝ 補助金等交付決定通知書の写し 

⒞ 補助金等の額確定通知書の写し 

 

（５）進出の日から２年を経過する年度の末まで各年度末に行う事業実施状況報告に必要な書類 

⒜ 事業実施状況に関する報告書（前年度、当該年度について報告）※毎年度市から様式を送付 

⒝ 相模原市内に事業所を設置していることを証する書類（登記事項証明書等） 

 

５ 注意事項（必ずお読みください） 

（１） 全体に関する注意事項 

・以下に該当する場合、補助金の交付は受けられません。 

① 既に相模原市で開業・法人登記をしている、事業所を保有する者 

② 新たに相模原市内で開業、法人登記を行う者 

③ 中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項各号に掲げる会社及び個人でない

い者 

④ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規定に該当する者 

⑤ 電子交換所における取引停止処分、主要取引先からの取引停止等の事実があり、経営状況が著

しく不健全であると認められる者 

⑥ 相模原市競争入札参加資格者指名停止等措置要綱に基づく指名停止期間中の者 

⑦ 会社更生法（平成 14 年法律第 154 号）に基づく更生手続き開始の申立て、又は民事再生法

（平成 11 年法律第 225 号）に基づく再生手続き開始の申立てがなされている者 

⑧ 国税、都道府県税、市町村民税を滞納している者 

⑨ 相模原市暴力団排除条例(平成２３年相模原市条例第３１号。以下「条例」という。)第２条第

２号に規定する暴力団である者。 

⑩ 条例第２条第４号に規定する暴力団員等(以下「暴力団員等」という。) 

⑪ 条例第２条第５号に規定する暴力団経営支配法人等。 

⑫ 条例第７条に規定する暴力団員等と密接な関係を有すると認められる者。 

・先着順で随時受付を行い、予算上限額に到達し次第、受付を締め切ります。 

・申請額の合計が予算額を上回った場合、予算額の範囲内で按分し、申請額を減額して交付する 

ことがあります。 

・補助金の支払いには相模原市内に事業所を設置したことを証する書類の提出が必要になります。 

・外資系企業は日本法人の場合対象となります。 

・商品在庫を保管しておくための倉庫機能、事業活動に関わらない拠点は対象になりません。 

・補助対象事業の実施に関係ない部分の経費は、補助の対象になりません。 

・法令に適合しない部分の経費は対象になりません。 

・交付申請日前に契約したものは対象になりません。 
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・ポイント等で支払った経費は対象になりません。 

・販売活動、研究開発、商品開発、生産等の事業活動全般に要する経費の補助を目的とした神奈川

県、相模原市の補助金制度を除き、他の補助金との併用はできません。 

・申請書受付の前に契約、もしくは、事業の着手を行ったものについては対象となりません。 

・交付決定日の属する年度内に操業、事業実施～支払まで終了したものが対象経費となります。 

・補助対象経費には、消費税及び地方消費税は含みません。 

・申請は同一申請者（法人）につき一回とします。 

・親会社、子会社、グループ企業等関連会社〔資本関係のある会社、役員を兼任している会社、代 

表者の親族（三親等以内）が経営する会社等〕、代表者の親族（三親等以内）との取引は対象に 

なりません。 

 

（２）補助金の取り消しに関する注意事項 

・事業開始日（当該事業所等で、事業計画概要書に係る事業を開始した日）から 2年を経過する 

年度の末まで、相模原市内事業所での操業継続義務があります。 

・操業継続義務期間中は、当該事業の実施状況を、毎年、年度末までに、前頁「４必要書類（５） 

進出の日から２年を経過する年度の末まで各年度末に行う事業実施状況報告に必要な書類」を 

ご提出いただきます。また、市の担当者が事業所等の現地確認に伺います。 

 ・以下①②の場合を除き、これらの義務に違反した場合、交付決定を取り消し、交付した補助金

を全額返還していただきます。 

① 市内に進出後、市内で事業所の移転を行い、継続して事業を行う場合 

② 法人の経営破綻・倒産、破産、廃業や個人事業主の自己破産、廃業等に伴い事業所を閉鎖す

る場合 

 

（３）補助対象経費に関する注意事項 

・賃料 

① 賃貸借契約書案と併せて、賃借後～年度内の予定賃料がわかる書類を提出して下さい。 

② 年度を跨いで発生する賃料は対象経費になりません。 

③ 入居を伴わないバーチャルオフィスは対象になりません。 

④ 賃借後、操業開始時に市の担当者が事業所等の現地確認に伺います。 

⑤ 事務所として登記される場合、コワーキングスペース、レンタルオフィス利用も対象とし

ます。 

・事業所整備費 

① 設計費用、撤去費用、電気通信工事、建築工事費用等、新たに入居する事業所のリノベー

ション、改修工事に係る整備費用が対象となります。 

② 物品等の購入費用は対象になりません。 

・外注加工費・材料費 

① 事業の実施に関連して、調査・コンサル等の外部委託や外部への試作・製作依頼により発

生した費用を対象とします。 
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② 仕入れた材料をそのまま販売する場合は、材料費の対象になりません。 

③ 人材派遣会社等から派遣された人員に対して支払う費用は対象となりません。 

④ 親会社、子会社、グループ企業等関連会社〔資本関係のある会社、役員を兼任している会

社、代表者の親族（三親等以内）が経営する会社等〕、代表者の親族（三親等以内）との取

引は対象になりません。 

・販売促進費・広告宣伝費 

① 補助対象事業と関係のない販売促進費・広告宣伝費や使用実績のないパンフレット・チラ

シ等の制作費については対象となりません。 

② 展示会・イベント出展費等、販売促進に関する費用も対象となります。 

③ 接待交際費は対象となりません。 

④ 実績報告・補助金交付請求時に、実施した販売促進、広告の内容がわかる資料（チラシ、

画面ハードコピー等）を提出していただきます。 

・対象外経費例 

① 公租公課、新聞購読料、書籍代、団体等の会費 

② 茶菓、飲食、娯楽、接待の費用 

③ 電気代、ガス代、水道代、通信回線費 

④ 借入金などの支払利息及び損害遅延金、振込手数料、代引き手数料 

⑤ 他の事業と補助対象事業が明確に区分できない経費 

⑥ 一般価格や市場価格等と比べて著しく高額な経費 

⑦ 公的な資金の用途として社会通念上、不適切と認められる経費 

 

６ 担当・お問合せ先 

 
相模原市環境経済局 創業支援・企業誘致推進課 

住所 相模原市中央区中央 2-11-15 5階 

受付時間 8：30～17：15 

連絡先 042-769-9253 

※お越しいただく前にお電話（直通 042-769-9253）にてお問い合わせください。 

 


